
資料３ 本人確認情報提供状況の開示について 

 

 

 住民基本台帳ネットワークシステムの都道府県サーバにおいて、「本人確認情報提供状況開示機能」

が追加整備されたことから、住民基本台帳法に基づき行政機関等へ提供している「本人確認情報」につ

いて、その提供状況（提供先や利用目的等）を本人の請求に応じて開示します。 

 

１ 開示の目的 

 本人確認情報がいつ、どこへ提供されているのか、法に規定された目的以外に提供されていないこ

とを確認したい、などの住民からの要求に応えること、また、地方公共団体職員による不正使用の抑

止等を目的とします。 

 

２ 開示請求の方法 

  請求者は、長野県個人情報保護条例第 11 条第 1項の規定に基づき請求することになります。 

 

長野県個人情報保護条例（抜粋） 

（開示の請求） 

第 11 条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対し、当該実施機関が管理する自

己の記録情報（氏名、生年月日その他の記述又は個人別に付された番号、記号その他の符号により

検索し得るものに限る。）の開示を請求することができる。 

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本人に代わって前項の開示の請求（以下「開示請

求」という。）をすることができる。 

 

３ 開示機能 

  平成 14 年に全国推進協議会で機能追加について決定し、検討部会を設け、具体的な内容について

検討してきています。 

 (1) 開示する項目（提供ログとして採取する項目） 

   長野県内に住所を有する期間における次の項目 

ア 本人確認情報を提供した住民の住民票コード 

   イ 本人確認情報を提供した住民の氏名、生年月日、性別、住所及び市町村コード 

   ウ 提供先・提供元、提供年月日 

   エ 利用目的（機能区分・利用事由・提供事務区分） 

 

 (2) 提供ログの採取から開示までの流れ 

ア 本人確認情報提供ログ採取（全国サーバ・都道府県サーバ） 

全国サーバ及び都道府県サーバの本人確認情報に、アクセスがあった場合に、そのログ（本

人確認情報提供ログ）を記録する。 

   イ 本人確認情報提供ログ分割・送信（全国サーバ） 

全国サーバに記録された本人確認情報提供ログを、都道府県単位に分割し、都道府県サーバ

へ送信する。 

   ウ 本人確認情報提供ログ開示（都道府県サーバ） 

都道府県サーバに保存された本人確認情報提供ログ（全国サーバから送信されたものを含む）

に対し、住民票コードをキーにして検索を行い、本人確認情報提供状況の開示用データを出力

（帳票及びファイル）する。 
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４ 本人確認情報提供ログの保存期間 

  次の２案が考えられるが、１案の７年間として運用していく方向で考えています。 

 

１案・・・７年 

  長野県本人確認情報保護管理規程において、県サーバに保存されているログ（操作履歴）の保存

期間を７年と定めていることから、本人確認情報提供ログについても同様の扱いとする。 

 （刑法第 235 条（窃盗）及び同第 246 条の 2（電子計算機使用詐欺）の公訴時効が、刑事訴訟法第

250 条により、７年と規定されている。） 

 

  ２案・・・５年 

  本人確認情報の保存期間が５年であることから、本人確認情報提供ログについても同様の扱いと

する。 

 

   ○都道府県の検討状況（平成 15 年 11 月 26 日現在） 

    ３年－５団体  ５年－７団体  ７年－３１団体 

 

５ 県民へのお知らせ等 

  長野県ホームページに掲載し、本人確認情報提供状況の開示についてお知らせしていきます。 




